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Framing and Action in the policy Process: A Case Study of 








Framing helps us to organize complex phenomena into coherent and comprehensive stories. In the policy process, framing often 
accounts for social conflicts because they differ among actors who are concerned with the same issue. In general, their frames are 
closely related to their own interests. This article, firstly, describes the relationship between interests and actions of each actor, and 
discusses the impacts of framing on the policy process. Secondly, it explores, through a case study of Minamata disease, how each 
actor makes her/his frame of the issue, why the frame is different among actors, and why the frame has an impact on the action in the 
policy process. 























































































































































   
































































































































































































1956 年には人口が 50,461 人とピークに達する。水
俣病が社会問題化していた 1960 年の 15 歳以上の
産業人口のうち、約 4 分の 1 がチッソやその下請
け企業の従業員であった。 
































































県で 2,271 人、生存者は 558 人である(2010










額は約 1,430 億円である(2010 年 3 月末)。 






































保健手帳取得者は 1,222 人である。 







































よる設備資金貸付（5年間、計 100 億円） 
⑤1997年度チッソ子会社に対して行われた技
術開発研究費補助（3年間、計 15 億円） 
(3) 公的債務の負担軽減 









85％（約 270 億円）についての返済免除 
⑩関係金融機関の既往債権(10)のうち、利子分
約 350 億円の債権放棄及び残存債務の無利

















金)は約 1,789 億円(この内 270 億円は返済免除)、
チッソの公的債務の既返済額(元利合計)は約
1,212 億円、残る公的債務返済予定額(同)は約


































与党 PT や国に対して批判が集中した。 
その後、素案には新救済策の内容が盛り込まれ
た他、内容に一部修正が加えられ、9ヵ月後の 2009



























法案の一本化に合意、同法案は、同年 2009 年 7 月





































(4) 水俣病問題の解決に向けた取り組み: 7 条 
 ①救済措置(新救済策)を実施する。 
 ②公健法の認定等の申請に対する処分を促進す 
  る。 
 ③水俣病に係る紛争の解決を図る。 
 ④公健法に基づく水俣病に係る新規認定等を終 
  了する。 
 ⑤救済措置の開始後、3年を目途に救済者を確定 
  し、速やかに支給を行う。 
(5) 公的支援を受けている関係事業者の経営形態 



























(ⅱ)通院で 70 歳以上の人は 15,900 円、(ⅲ)通院






容を和解案と同様とし、同年 5 月 1 日より新救済
策の申請受付を開始した。一方、チッソは翌 6月 4
日に、分社化に向けた特定事業者の指定を環境省
に申請し、同省は約 1 カ月後の 7 月 6 日に指定を
行った。また、チッソは補償金支払や一時金支払
業務を担う水俣病被害者救済支援財団を設立、環
境省は同年 9 月 7 日に同法人を水俣病特措法の指
定法人として指定した。その後、チッソは同年 11
月 12 日に事業再編計画の認可申請を行い、環境省




















































































































































































































































































































































































































知(38)及び 52 年判断条件を通じ一貫している。 
－　 　－
政策過程におけるフレーミング問題と行動選択に関する考察 





②政治解決対象者    <政治救済> 













































































2010 年 6 月 4日、チッソは分社化に向けた「特定
事業者」の指定を環境省に申請した。これに対し、






















































































(会社法 447 条 1 項)、事業会社(新チッソ)への事




法 10 条)。これは、1970 年代初頭に水俣病被害者
やその家族、支援者などが1株株主運動を展開し、






































































































































































































チッソ       
譲歩(協調) 拒絶(対立) 
譲歩 (協調) ①+20,  +20 ②-40,  +40
拒絶 (対立) ③+40,  -40 ④-20,  -20
－　 　－
政策過程におけるフレーミング問題と行動選択に関する考察 















































(2) 地判(1973.3.20)判時 696-15 
                                                                                     
(3) この他、昭和電工の汚染排水によって被害を受けた
新潟水俣病認定患者が 690 人いる。 






















『平成 20 年度版熊本県環境白書』p.78.-79. 
(8) 環境省「第 14 回中央環境審議会総会環境保健部関





月～1990 年 3 月)、浚渫された水銀ヘドロは埋立て処
理され、水俣湾の 58ha が埋立地となった。総事業費
約 480 億円であり、国・熊本県・チッソが負担した。








った 408 億円を言う。 
(11)熊本県(2010: 36-37) 
(12)2009 年 5 月末には、公健法の認定申請未処分件数
－　35　－
永松 俊雄 
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